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予算事業 子育て応援きずな事業

目 　的
　親になる不安や子育ての悩みを抱えた保護者に寄り添い、LINEを通じて定期的にメッセージを届けすること
で、切れ目なくつながり続け“弧育て”を防止する。

事業内容

〇必要な情報をわかりやすく届けるため、令和4年1月から「ふっつ子育てLINE」を開設し、「ふっつ子育てきずなLINE」をは
じめとした子育て支援情報を配信する。
【ふっつ子育てきずなLINEの配信内容】
○妊娠期：おなかの赤ちゃんの様子や出産の基礎知識、妊娠生活のアドバイス等の情報を配信する。
　　　　　（配信頻度）毎日
○子育て期：子どもの成長の様子や子育てアドバイス、産後の体調管理等の情報を定期的に配信する。
　　　　　（配信頻度）生後0日～100日まで毎日、生後101日～1歳お誕生日まで3日に1回程度
　　　　　　　　　　　1歳～2歳お誕生日まで週1回程度、2歳～3歳お誕生日まで月2回程度

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 ふっつ子育てきずなLINE配信事業 事業開始年度 2020年度

450 450

取組実績

○ふっつ子育てきずなLINE配信業務を委託
　・年度更新費用　100,000円×1.1＝110,000円　 　・基本原稿料　60,000円×1.1＝66,000円
　・月額管理費　21,000円×12月×1.1＝277,200円　・市オリジナルメッセージの配信　9,000円×12月×1.1＝118,800円
　・アンケート調査実施　100,000円×1.1＝110,000円
　・子育て支援課LINEアカウントへの移行費用　185,000円×1.1＝203,500円

2023年度 2024年度

登録者数（妊娠期） 人 50/50 24/150 150 150 150

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度

事業の自己評価
　市のあらゆる情報が市LINE公式アカウントで発信されるようになり、きずなLINEの読者から読みづらいとの
声が寄せられたため、令和４年１月子育て支援課LINE公式アカウントを開設、アカウントを移行し、きずな
LINEを配信することで、必要な情報をよりわかりやすく発信することができた。

次年度以降の取組 　妊娠期の登録者が伸び悩んでいることから、母子健康手帳交付時の個別周知に注力していく。

達成状況 Ａ Ｄ

成　 果

登録者数（子育て期） 450

達成状況 Ａ Ｄ

人 208/200 142/450

予算事業 地域交流支援センター管理運営事業

目 　的
　家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、地域にお
いて子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を設置し、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての
不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援することを目的とする。

事業内容
　地域子育て支援拠点として、利用する親子同士の交流を促進するとともに、行政などの関係機関や地域・企
業などと協力して、総合的かつ効果的に子育てを支援するための体制を構築し、親子と地域を結ぶ架け橋とな
る。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 地域交流支援センター事業 事業開始年度 2020年度

取組実績

○子育てに不安を持ち、悩む保護者が、常時相談できる機会を提供する。
○オンライン相談窓口を開設し、自宅に居ながら安心して子育て相談できる機会を提供する。
○関係機関と連携した支援等を行うための横断的な体制も構築し、相談内容に応じて、子育て情報や助言を提
供し、支援を行うほか、必要に応じて関係機関を紹介する。

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

1日の平均利用組数 組 3.0/10 3.4/10 10 10

事業の自己評価

　親子の居場所を確保するため、各種教室の開催、子育て相談を実施したが、新型コロナウイルス感染症対策
として、利用組数を調整しての実施となった。
　子育て相談では、関係機関と連携し、専門機関へ支援をつなぐことができた。また、「カナリエ」で活動し
ているサークルやファミリーサポート会員との交流会を実施し、地域や世代間の交流を図った。

次年度以降の取組 　子育て中の親子の居場所だけでなく、地域の人が気軽に立ち寄り交流できるような環境整備を図っていく。

10

達成状況 Ｄ Ｄ
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成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○公立保育所保育料負担軽減分　　　  対象児童数　14人　対象保育料　  3,927千円/年
○私立保育園保育料負担軽減分　　    対象児童数　23人　対象保育料　  6,927千円/年
○認定こども園負担軽減分　　　　　　対象児童数　 3人　対象保育料　    872千円/年
○公立保育所給食費軽減分　　　　　　対象児童数　21人　対象給食費　  1,089千円/年
○私立保育園給食費補助金　　　　　　対象児童数　57人　補助金額　　  3,434千円/年
○認定こども園給食費補助金　　　　　対象児童数　 6人　補助金額　　    293千円/年
○幼稚園給食費補助金          　　　対象児童数　26人　補助金額　　    597千円/年

2022年度

事業の自己評価 　第三子以降の児童がいる家庭に対し、経済的負担の軽減を図ることができた。

2024年度に評価

2020年度 2021年度

取組実績

次年度以降の取組 　継続実施

2023年度 2024年度

子育て支援の満足度 ％ - - - - 30成　 果

達成状況

予算事業 私立保育園等運営事業、幼児教育無償化事業

目 　的

　第三子以降の保育料、入園料の無料化により、これまで以上に子育て世帯の経済的負担軽減を図り、安心し
て出産、子育てができる環境づくりに取り組む。
　私立保育園等に在籍している第三子以降の給食費を補助することにより、子育て世帯の経済的負担軽減を図
り、安心して出産、子育てができる環境作りに取り組む。

事業内容

○富津市が保育の必要性を認定した児童のうち、第三子以降の児童※について、保育料、給食費を無料とす
  る。
　・公私立保育所(園)は、市が決定した保育料を市で徴収しており、第三子以降無料化により負担軽減を
    行った分は収入減となる。（歳出を伴わない）
　・認定こども園は、市が決定した保育料を施設において徴収し、施設運営に係る経費から差引いた額を
    施設型給付費として市が支給しており、第三子以降の保育料を無料化したことによる減少分を市単独
    費で補い支給する。（歳出を伴う）
　・給食費については、公立保育所は徴収しない（歳出を伴わない）。私立保育園等は補助金を交付する。
　　（歳出を伴う）
○私立幼稚園に在籍している園児の保護者に対し、第三子以降の園児※にかかる給食費の一部を補助金に
  より交付する。
○私立幼稚園の設置者に対し、園児にかかる保育料及び入園料を施設利用給付費により給付する。

※第三子以降の児童・園児とは、一子目の年齢や保護者の所得などの制限は一切せず、数えて第三子以降
  の児童・園児とする。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 第三子以降の保育料、入園料の無料化 事業開始年度
2017年度
2019年度
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○会員の募集、登録その他の会員組織運営業務  新規登録者数 7人、退会者数 4人
○託児や送迎などの子育てに関する相互援助活動の調整
○会員に対して相互援助活動に必要な知識を提供する講習会の開催
○会員の交流を深め、情報交換の場を提供
○新規会員登録者に対する利用料一部助成　500円×16回＝8,000円

2022年度

事業の自己評価
　コロナ禍においても、継続して活動を行うことができた。
　お願い会員は増加傾向にあるが、まかせて会員が増加しないことが課題として残る。

Ｂ Ｂ

2020年度 2021年度

取組実績

予算事業 子ども・子育て支援事業、子育て応援きずな事業

目 　的
　子育てを手助けしてほしい人と子育てを手助けしたい人を繋げ、子育てにおける負担の軽減や仕事と子育て
の両立支援など、安心して子育てができる環境を整備する。

事業内容
　乳幼児や小学生等の児童を持つ子育て中の方（おねがい会員）と、当該援助を行いたい方（まかせて会員）
との託児や送迎などの子育てに関する相互援助活動に関する連絡、調整を行い、地域における相互援助活動を
推進し、保育に欠ける家庭等への支援など多様なニーズへの対応を図る。

次年度以降の取組
　地域の援助活動を推進するため、「ファミサポ通信」を発行して全戸回覧するなど、日々の活動の
周知し、会員の増加に努める。

2023年度 2024年度

会員登録数 人 126/150 129/150 150 150 150成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 ファミリーサポートセンター事業 事業開始年度 2015年度

予算事業 子育て応援きずな事業

目 　的
　妊娠期又は産後期において、家族等から十分な家事又は育児の援助が受けられない母親等の負担軽減を図
り、安心して子育てできる環境を整備する。

事業内容
　家族等から十分な家事又は育児の援助が受けられない母親等に代わり、家事及び育児を援助するホームヘル
パーを自宅へ派遣する。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 産前産後ヘルパー派遣事業 事業開始年度 2021年度

50

達成状況 Ｄ

取組実績
○産前産後ヘルパー派遣の派遣（妊娠期１回、産後３回）
○産前産後ヘルパー研修の実施（年１回）

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

ヘルパー派遣回数 回 － 4/50 50 50

事業の自己評価

　初めての出産で育児不安の強い母親へ産前産後ヘルパーが訪問し、もく浴などのサポートを行い、
不安の軽減を図ることができた。
　また、妊娠期からサポートを行うことで、産後の支援についても利用者と相談することができた。
　事業について周知を図り、利用者を増加させていく必要がある。

次年度以降の取組 　母子健康手帳交付時や出生手続き時に、事業について個別に案内し、周知を図る。

5 5

達成状況 Ｄ

ヘルパー派遣事業利用者数 人 － 2/5 5

16



成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○すくすくギフト委託料
　・支給認定者数　292人（出生282人、転入10人）
　・延べ配送件数　1,712件

2022年度

事業の自己評価
　遅滞なく配送することができ、新生児を育てる保護者の買い物支援にもつなげることができた。

Ｂ

2020年度 2021年度

取組実績

次年度以降の取組 　利用者の声をもとに、ギフト商品の見直しも行っていく。

2023年度 2024年度

すくすくギフト支給決定者のうち、
すくすくギフトを注文したした者 人 － 279/292 150 150 150成　 果

達成状況

予算事業 子育て応援きずな事業

目 　的
　新生児の保護者におむつなどの育児用品を支給することにより、経済的負担の軽減を図り、もって子育て世
帯の福祉の増進及び定住の促進に資する。

事業内容 　新生児の保護者がカタログから選んだ育児用品（月額3,500円分）を定期的に自宅に届ける。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 すくすくギフト事業 事業開始年度 2021年度

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 新生児支給用指定収集袋支給 事業開始年度 2018年度

予算事業 子育て応援きずな事業

目 　的
　紙おむつを使用する子育て世帯に紙おむつ処理に必要な指定ごみ袋を支給することにより、経済的負担の軽
減を図り、もって子育て世帯の福祉の増進及び定住の促進に資する。

事業内容
　新生児の保護者に対し、紙おむつ処理用として指定可燃ごみ専用20リットル袋を1人につき、10枚/月を1歳6
箇月までの18箇月分として、180袋を支給する。

取組実績
○出生後、子ども医療費助成に係る申請時に180枚を子育て支援課の窓口で支給
　・指定収集袋製造業務等委託料
　　可燃ごみ専用【20リットル】収集袋 1,200円×72箱【28,800枚】×1.10＝95,040円

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

ごみ袋交付が経済手負担軽減に
有効と答えた人の割合

％ 80/80 100/80 80 80

事業の自己評価
　出生時に必要な手続き時にごみ袋の配付を行うことで、漏れなく支給することができた。
　紙おむつの処分に必要なごみ袋を配付し、子育て世帯を応援することができた。

次年度以降の取組 　引き続き配付する。

80

達成状況 Ａ Ａ
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成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○事業者が設置した①授乳ができる設備、②おむつ替えができるスペース、③トイレ内におけるベビーキープ
等の設備が基準を満たしたとき、「赤ちゃん休憩室」として認定する。その証としてステッカーを交付し、赤
ちゃん休憩室の設置を広く周知する。
○設備整備を図る事業者に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。市内に不特定多数の者が利用する商業
施設又は事業所を有する事業者。補助対象経費　①ベビーベッド、授乳ソファ、ついたて、カーテン等の授乳
のための設備、②おむつ交換台等のおむつ替えのための設備、③ベビーチェア等乳幼児の安全を確保するため
の設備のいずれかを新たに店舗等に整備するために要する備品購入費及び取り付け（設置）費用

2022年度

事業の自己評価

　外出しやすくなったと思う人がいる一方で、赤ちゃん休憩室の設置場所を知らなかったなど周知不
足から利用に結びついていないケースも見受けられるため、マップを作成し、市ホームページ等で積
極的に周知を行うことで利用の促進を図っていく必要がある。
　また、場所によっては、男性が入室しづらい所もあることから、男性が育児に参加しやすいよう
に、男性の視点に立った整備を進めていく必要がある。

Ａ Ｄ

2020年度 2021年度

取組実績

次年度以降の取組 　引き続き整備を進める。

2023年度 2024年度

赤ちゃん休憩室新規登録件数 件 1/1 0/1 1 1 1成　 果

達成状況

予算事業 子育て応援きずな事業

目 　的
　不特定多数の者が利用する施設等において、授乳及びおむつ替え等のための施設設備の設置を促進するとと
もに、市民にその所在等を広く周知することで、乳幼児を持つ親が安心して外出できる環境を整備する。

事業内容

○事業者が設置した授乳やおむつ替えができるスペース等の設備が基準を満たしたとき、「赤ちゃん休憩室」
として認定し、ステッカーを交付する。
○赤ちゃん休憩室の設置を促進するため、設備整備を図る事業者に対して予算の範囲内で設置に要する経費の
一部（補助率3分の2）を補助する。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 赤ちゃん休憩室事業 事業開始年度 2018年度

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 チャイルドシート貸付事業 事業開始年度 2015年度

予算事業 -

目 　的 　子育て世帯の経済的な負担を軽減し、子育て環境の増進を図る。

事業内容
　6歳未満の乳幼児を監護する者に対し、最長1年間無料でチャイルドシート等を貸し出す。
※保有　チャイルドシート（12台）　ジュニアシート（5台）

取組実績 ○富津市社会福祉協議会に貸出（メンテナンス管理含む）業務を委託

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

チャイルドシート貸出台数 台 11/17 12/17 17 17

事業の自己評価
　常に一定数の貸出がある。引き続き、良好な状態で貸出できるようにメンテナンスを実施してい
く。

次年度以降の取組 　チャイルドシートの使用期限が経過したものもあるため更新する。

17

達成状況 Ｃ Ｃ

18



事業の自己評価
　制度利用の方針として、単に「便利使い」とならないよう「真に必要な利用か否か」を適正に判断
している。
　本制度を真に必要とする利用者に対しては、必要なサービス提供できていると自己評価する。

次年度以降の取組
　今後も市ホームページ、広報ふっつ及び担当窓口で情報提供に努めるとともに、医療機関等と連携
し、市民周知を図っていく。

14

達成状況 Ｄ Ａ

取組実績

【産後ケアサービス事業】
○日帰り型　18,000円×5件＝90,000円　　○宿泊型　　27,000円×3件＝81,000円
〇訪問型　　10,800円×1件＝10,800円
○事業の周知
　・市ホームページ、広報ふっつ及び担当窓口で情報提供

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

利用件数 件 2/5 9/9 14 14

予算事業 妊娠・出産包括支援事業

目 　的
　退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の
確保を目的とする。

事業内容
　産後に育児の支援が必要な母のために、委託医療機関を利用してデイサービス（日帰り）や宿泊サービス、
アウトリーチ（訪問）といった産後ケアサービスを行い、母の体を休めながら母乳指導・育児相談等が受けら
れる事業である。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
健康づくり課

事　　業 妊娠・出産包括支援事業 事業開始年度 2018年度

事業の自己評価
　「第Ⅱ期富津市子ども・子育て支援事業計画」におけるサービス提供量である確保方策を上回る利
用定員を確保することができた。
　また、放課後児童クラブ連絡協議会を設置し、市・各クラブで情報共有を図ることができた。

次年度以降の取組 　引き続き、放課後児童クラブの利用ニーズを満たす定員を確保する。

達成状況 Ａ Ａ

成　 果

市で定める確保方策に対する市
内クラブの定員数の合計

342

達成状況 Ｂ Ａ

人 325/317 396/342 342 342

取組実績

　市内の放課後児童クラブを運営する者に対し、その運営に要する経費について補助金を交付する。
○放課後児童健全育成事業補助金　54,462,479円
　・運営費   45,232,319円　　・キャリアアップ処遇改善費　1,233,500円
　・送迎支援　　1,418,190円　・環境改善　1,000,000円
　・障害児受入推進事業　2,735,207円　・新型コロナウイルス感染症対策事業ほか　2,843,263円

2023年度 2024年度

施設数 箇所 8/9 9/9 9 9 9

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度

予算事業 子ども・子育て支援事業

目 　的 　保護者が仕事等により日中家庭にいない小学校に就学している児童に対し、健全な居場所を提供する。

事業内容
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課後等に生活の場を与える
「放課後児童健全育成事業」を実施する事業者に対し、運営に要する経費の一部を助成する。開設日数、在籍
児童数などに応じて補助金を交付する。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 放課後児童クラブの充実 事業開始年度 2006年度

19



第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
健康づくり課

事　　業 特定不妊治療費の助成 事業開始年度 2017年度

予算事業 特定不妊治療費助成事業

目 　的
　医療保険の対象外で高額な医療費を要する不妊治療を受けた夫婦に対し、その経費の一部を助成することに
より、経済的負担を軽減し、もって少子化対策の充実を図ることを目的とする。

事業内容

　医療保険の対象外で高額な医療費を要する特定不妊治療を受けた夫婦が、千葉県特定不妊治療費助成事業に
よる助成決定を受けた後、富津市特定不妊治療費助成事業実施要綱に基づき申請し助成を受ける。本市の助成
は、1年度の治療ごとに10万円を限度とし、通算最高6年度まで申請が可能である。助成金額は、特定不妊治療
に要した総治療費から千葉県の助成事業による助成額を控除した残りの本人負担額のうち2分の1（1年度上限10
万円）を助成する。

次年度以降の取組
　令和4年4月から不妊治療が保険適用となったことから、今後の取組について県の動向を注視しなが
ら先進事例を参考に検討していく。

2023年度 2024年度

助成者数 人 10/17 16/16 16 16 16成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○特定不妊治療費助成費
　・20件（16組）1,279,000円
○事業の周知
　・市ホームページ及び君津健康福祉センターで情報提供

2022年度

事業の自己評価 　制度利用者のうち、出産に至った件数は、2021年度は9件となっており、一定の成果があった。

Ｃ Ａ

2020年度 2021年度

取組実績
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第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
健康福祉部
福祉の窓口課

事　　業 「福祉・子育ての話何でも聴きます窓口」の出張窓口の開設 事業開始年度 2019年度

予算事業 -

目 　的
　切れ目のない支援を展開し、孤立化しやすい保護者の負担感の解消を図るための機会と場を増やし、より相
談しやすい環境を整備する。

事業内容
　0歳から18歳までの子どものしつけや養育問題等について相談希望があった場合に、相談希望者の意向に沿っ
た「家庭相談員、母子・父子自立支援員、家庭教育指導員、福祉関係機関等担当者」のいずれかと児童担当Ｃ
Ｗの2名により、自宅又は相談者の希望した公共施設において、出張相談を行う。

取組実績

○子育ての話なんでも聴きます窓口の出張窓口の開設（事前予約制）
○富津市ＨＰ・広報ふっつ・安全安心メール・富津市LINE公式アカウントにより広報活動を実施
○児童福祉関係機関（市内の小中学校・保育所（園）・認定こども園・幼稚園）への訪問による広報活動を実
施
○関係機関（児童家庭支援センター・富津市基幹相談支援センター・富津市地域交流支援センターカナリエ）
と庁内関係課（健康づくり課・学校教育課）が情報共有する場を設置し、毎月/1回の情報共有を実施

2023年度 2024年度

出張窓口相談件数 件 - 10/10 15 20 20

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度

52

達成状況 - Ａ

件 25 25 52 52

事業の自己評価

　年度当初は、開設日を毎月4回に設定し、自宅訪問又は公共施設を活用した予約制の出張相談として開始した
が、開設日と利用者の希望する日程の調整が出来ず、利用するまでには結び付かなかったことから、５月よ
り、利用者の相談希望日に対して、開設日以外の各種相談員の勤務調整ができる範囲で出張相談を実施するこ
とに変更したことで、利用者が増加し、孤立化しやすい保護者の負担感の解消及び軽減を図ることが出来た。
次年度以降は、事前予約制による開庁日全日での開設とする。
　事業成果としては、今年度の目標を達成することは出来たが、次年度以降の目標達成のために広報活動を充
実させる必要がある。今年度は、児童福祉関係機関（市内の小中学校・保育所（園）・認定こども園・幼稚
園）への訪問活動を実施したが、次年度は児童福祉関係機関だけでなく、学童保育・子ども食堂・医療機関等
にも訪問活動を実施する。

次年度以降の取組

○子育ての話なんでも聴きます窓口の出張窓口の開設（事前予約制）
○富津市ＨＰ・広報ふっつ・安全安心メール・富津市LINE公式アカウントにより広報活動を実施
○児童福祉関係機関（市内の小中学校・保育所（園）・認定こども園・幼稚園・学童保育・子ども食堂）及び
医療機関等への訪問による広報活動を実施
○関係機関（児童家庭支援センター・富津市基幹相談支援センター・富津市地域交流支援センターカナリエ）
と庁内関係課（健康づくり課・学校教育課）で、毎月/1回の情報共有を実施

達成状況 - -

成　 果

訪問による周知活動
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予算事業 ブックスタート事業

目 　的
　「絵本」と「赤ちゃんと絵本を楽しむ体験」をプレゼントする活動を通して、赤ちゃんと保護者が、絵本を
介して心ふれあう時間を持つきっかけを届け、日常的に読み聞かせをする家庭を増やす。

事業内容

○4か月児健診の機会に、読み聞かせを通した子どもとのふれあい方の実演や月齢･年齢にあった絵本
　選びのポイントなどを市民ボランティアから個別に伝えるとともに、絵本を贈する。
○ボランティアの参加を募ることで、地域全体で子育てを支える意識を醸成し、他部局や市民と
　協働することによって、市を挙げて子育てを応援しているというメッセージを伝える。
○定期的に発達段階にあわせた絵本の選び方や読み聞かせ会などを開催し、絵本を通じて行政と
　保護者のつながりやすい環境を醸成する（セカンドブック等の実施）。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
教育部
生涯学習課

事　　業 ブックスタート事業 事業開始年度 2017年度

次年度以降の取組
○感染症の拡大状況を見ながら、ボランティアの養成・スキルアップを行い、絵本の読み聞かせと同時にブッ
クスタートの意義を広める。
○セカンドブック事業の拡充を図るため、ボランティアの養成を行なう。

2023年度 2024年度

読み聞かせをしている人の割合
（3歳児）

％ 94/84 93/85 86 87 88成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○4か月児健診
　・絵本（1冊）、推薦絵本のリスト、図書室等の利用案内の配布
○3歳児健診
　・セカンドブック関連事業の実施(推薦絵本リストの配布)
※感染症対策で健診が個別の予約制となったため、読み聞かせ体験の提供は休止し、司書による案内のみ実
施。

2022年度

事業の自己評価
　新型コロナウイルス感染症予防のため、ボランティアの活用や読み聞かせができなかったが、4か月児健診時
にお薦め図書リストや図書の利用案内を手渡しながら、ブックスタートの意義を伝えることが出来た。

Ａ Ａ

2020年度 2021年度

取組実績

予算事業 家庭教育支援事業

目 　的
　親に対する主体的な学習機会・地域の情報提供、子育てや家庭教育に関する相談対応、親の日常的な交流の
場となる居場所づくりなどの支援を提供することを目的とする。さらに、学校や社会教育施設を活用した持続
可能な地域活動としての支援体制を目指す。

事業内容

○富津市版「家庭教育支援チーム」のコーディネーターとしての家庭教育支援員（家庭教育指導員）の配置
　・相談窓口などに関与することで、市長部局と教育委員会、その他子育て関係機関を繋ぐ。
　・放課後ルーム（富津市版放課後子供教室）に関与することで、子どもの安全で安心な放課後の居場所、
　　家庭教育支援の場を提供しながら、学校と地域を繋ぐとともに、支援者（サポーター）と家庭が接する
　　機会を創出する。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 １ 担当部署名
教育部
生涯学習課

事　　業 家庭教育支援の充実 事業開始年度 1985年度

6

達成状況 Ｃ Ａ

取組実績

○家庭教育指導員の配置
　・相談窓口業務（週1回）、関連会議への参加
　・個別相談等のアウトリーチ活動
○家庭教育支援員の配置
　・放課後ルーム（放課後子供教室）の企画・運営
　・学習サポート会（地域未来塾）の支援（社会教育指導員と共同）

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

相談件数 件 1/2 18/3 4 5

事業の自己評価
　相談窓口業務に携わる家庭教育指導員を家庭教育支援員の中心に位置づけ、公民館・学校を拠点とする放課
後ルーム（宿題程度の学習、遊び・体験活動等）に参画するとともに、保護者と接する機会を設けた。

次年度以降の取組
　引き続き、家庭教育指導員を中心に、保護者等が気軽に相談できる機会をつくる。放課後ルームは、社会教
育指導員のほか、市民の協力も得ながら、地域学校協働活動につなげたい。

3 3

達成状況 2023年度配置予定

登録サポーター数 人 - - -
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第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 ２ 担当部署名
健康福祉部
健康づくり課

事　　業 病院情報の発信 事業開始年度 2010年度

予算事業 -

目 　的
　市ホームページに富津市内の医療機関について掲載、病院情報を得やすいように改良を重ね、利用時の利便
を図る。また、子育てに関する情報についても切れ目のない子育て情報として、情報発信する。

事業内容
　他市や民間の情報発信手法を参考にし、医療機関名、診療科目だけではなく、他の事項についても分かりや
すいように作成していく。
　リンク先についても追加や変更をしながら、利用者にとって分かりやすいホームページにする。

次年度以降の取組 　他自治体の同サイトを参考にしながら、利便性を高めていきたい。

2023年度 2024年度

医療機関一覧へのアクセス数 回 735/900 2,234/940 990 1,040 1,090成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○市ホームページの富津市内医療機関情報の掲載
○他市の情報等調査及び形式、内容修正の検討及び更新
○電子母子手帳の活用

2022年度

事業の自己評価
　新型コロナウイルス感染症の診療等の理由により、一時的に医療機関一覧へのアクセスが伸びたと
思われる。

Ｂ Ａ

2020年度 2021年度

取組実績

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 ２ 担当部署名
健康福祉部
健康づくり課

事　　業 電子母子手帳の活用 事業開始年度 2017年度

予算事業 母子相談事業

目 　的
　本市に暮らす妊産婦、出産を迎える家族の方々及び育児中の家族の方々へ、妊娠や育児の生活へ安心・便
利・楽しみを提供することで、不安や課題解決の助けとなることを目的とする。

事業内容

　電子母子手帳は、スマートフォンなど対応する端末にアプリケーションをインストールすることで、妊婦と
乳幼児の健康記録等を電子データにより管理できものである。当該アプリケーションは、子どもの成長記録な
どを離れた祖父母とも共有できたり、沐浴の仕方など文章だけではなく一部動画で見ることができるといった
機能も兼ね備えている。

取組実績
○事業の周知及び利用促進（市ホームページ）
○電子母子手帳サービス利用料　30,000円×12月×1.1＝396,000円

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

新規登録者数 人 59/70 46/70 70 70

事業の自己評価

　母子手帳の配布時など妊婦との面接の中で周知を図っているが、新規登録者数は伸び悩んでいる。
　なお、2021年度の新規登録者数は46人で、総登録者数は347人となった。登録者からは、妊娠や育児
の生活に対する不安や課題解決の助けとなるとの声も聞こえていることから、今後も利用促進を図り
たい。

次年度以降の取組
　引き続き、登録者の増加対策を講じるとともに、アプリケーション機能の有効活用（情報発信等）
を図っていく。

70

達成状況 Ｂ Ｃ
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○子育てに不安を持ち、悩む保護者が、常時相談できる機会を提供する。
○オンライン相談窓口を開設し、自宅に居ながら安心して子育て相談できる機会を提供する。
○関係機関と連携した支援等を行うための横断的な体制も構築し、相談内容に応じて、子育て情報や助言を提
供し、支援を行うほか、必要に応じて関係機関を紹介する。

2022年度

事業の自己評価

　親子の居場所を確保するため、各種教室の開催、子育て相談を実施したが、新型コロナウイルス感染症対策
として、利用組数を調整しての実施となった。
　子育て相談では、関係機関と連携し、専門機関へ支援をつなぐことができた。また、「カナリエ」で活動し
ているサークルやファミリーサポート会員との交流会を実施し、地域や世代間の交流を図った。

Ｄ Ｄ

2020年度 2021年度

取組実績

予算事業 地域交流支援センター管理運営事業

目 　的
　家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、地域にお
いて子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を設置し、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての
不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援することを目的とする。

事業内容
　地域子育て支援拠点として、利用する親子同士の交流を促進するとともに、行政などの関係機関や地域・企
業などと協力して、総合的かつ効果的に子育てを支援するための体制を構築し、親子と地域を結ぶ架け橋とな
る。

次年度以降の取組 　子育て中の親子の居場所だけでなく、地域の人が気軽に立ち寄り交流できるような環境整備を図っていく。

2023年度 2024年度

1日の平均利用組数 組 3.0/10 3.4/10 10 10 10成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 ３ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 地域交流支援センター事業（再掲） 事業開始年度 2020年度

予算事業 子ども・子育て支援事業

目 　的
　市長の公約である「子育てしやすいまち日本一」の実現に向け、子育て中の保護者の不安感や困り感の解消
に資することを目的に子育てに関する講座を開催する。

事業内容
　子育てのストレスを軽減させるため、親子関係を良くするのに効果的なスキルを、講師が行うデモンスト
レーションや受講者が行うロールプレイを通して具体的に学んでもらう。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 ３ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 子育て講座の開催 事業開始年度 2016年度

4

達成状況 Ｄ Ｄ

取組実績
○子育てに役立つ講習会等を企画し、市ホームページ、広報紙、安全安心メール等で子育て講座の開催を周知
し参加者を募る。年4回程度開催。

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

子育て講座開催回数 回 0/4 0/4 4 4

事業の自己評価
　新型コロナウイルス感染症の影響により子育て講座の開催はできなかったが、少しでも親子でお家
時間を楽しんでもらえるよう子育て応援動画を配信した。

次年度以降の取組 　引き続き、子育てに役立つ動画を配信していく。

30 30

達成状況 Ｄ Ｄ

子育て講座参加者数 人 0/30 0/30 30
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- - 1

事業の自己評価
　次年度からのワークショップ開催に向け、課題整理、児童遊園地等に係る今後の方向性を検討した
が、詳細まで詰め切れていないことから、次年度は引き続き詳細を詰め、ワークショップを開催す
る。

次年度以降の取組 　ワークショップについて、対象とする児童遊園地等を選定し、開催する。

達成状況

成　 果

ワークショップ実施箇所 1

2023年度に評価達成状況

2022年度実施予定

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 ３ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 ワークショップの開催 事業開始年度 2015年度

予算事業

2021年度 2022年度

-

目 　的
　子育て中の親子が集まりたいと思う環境を子育て世帯が検討・整備するワークショップを開催することで、
地域の子育て世代親子の交流を促進する。

事業内容
　現在、子育て支援課で管理している児童遊園地や子どもの遊び場を利用し、行政区程度の範囲ごとにワーク
ショップを開催する。
　交流の場の位置や設備等について検討し、改善する。

1

取組実績 ○ワークショップの実施の検討

2023年度 2024年度

児童遊園地や子どもの遊び場を
利用したことがある

％ - - - 80 1

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度

箇所

予算事業 子ども・子育て支援事業

目 　的 　子育て中の保護者の子育てに関する不安が解消され、子どもを健やかに育てることができる。

事業内容
　子育て中の親子の交流イベント、子育て相談、講習会、情報提供を行っている事業者に対し、運営費の一部
を助成する。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ① 施策番号 ３ 担当部署名
健康福祉部
子育て支援課

事　　業 子育て支援センター事業 事業開始年度 2010年度

6,253

達成状況 Ｂ Ｂ

取組実績

○子育て支援センターの運営に要する経費の一部を設置者に対し、補助金を交付する。
　・補助対象：わこう村もうひとつのお家
　・補助金額：8,398,000円×1施設＝8,398,000円
　・特定財源：子ども・子育て支援交付金　国1/3　県1/3
　　　　　　　8,398,000円×2/3≒5,598,000円

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

子育て支援センターの利用者数 人
5,230
/5,555

4,963
/5,722

5,894 6,071

事業の自己評価

　あおほり子育てサロンが廃止されたため、もうひとつのお家、富津市地域交流支援センター「カナ
リエ」の２か所での実施となった。（「カナリエ」は公設のため補助金対象外）
　感染症対策を講じながら、保護者や同月齢の子ども同士が交流し、育ち合う場を確保することがで
きた。

次年度以降の取組 　引き続き支援していく。

4 4

達成状況 Ｃ Ｃ

施設数 箇所 2/3 2/3 4
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第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 1 基本的な施策の方向 ① 施策番号 ４ 担当部署名
教育部
学校教育課

事　　業 子ども110番の家、地域子ども見守り隊 事業開始年度 2005年度

予算事業 -

目 　的 子どもたちが安心して登下校ができ、安全に日常生活を過ごすことができるようにする。

事業内容

○地域における不審者情報等、子どもの安全に係わる情報の積極的な提供など、子どもたちを犯罪被害等から
守るための取り組みを推進する。
○「子ども110番の家」を増やすとともに、日頃から「子ども110番の家」の確認やブザー等防犯機器の携帯を
推進する。
○子どもたちが、危険に遭遇した場合に自ら回避できるよう、子どもたち自身に事件や事故から身を守るため
の防犯知識を身につけさせる。

次年度以降の取組
　引き続き、「子ども１１０番の家」調査の毎年実施と、区長回覧や市ＨＰを通しての新規募集を呼
びかける。

2023年度 2024年度

子ども110番の家の協力件数 軒
320

/377以上
277

/377以上
377以上 377以上 377以上成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○子ども110番、地域子ども見守り隊の周知と募集活動の強化
○富津市安全安心メールで保護者に、事件事故・災害等の発生情報を提供し注意喚起
○市防災行政無線により、児童生徒の下校時に交通安全・防犯予防の呼びかけを実施

2022年度

事業の自己評価
　高齢等の理由により、今後の「子ども１１０番の家」への協力を辞退された家庭が増加したため、
協力件数が大きく減少した。

Ｂ Ｃ

2020年度 2021年度

取組実績
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第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ② 施策番号 １ 担当部署名
教育部
学校教育課

事　　業 富津の自然、歴史、社会の豊かさ活用事業 事業開始年度 1979年度

予算事業 教職員研修推進事業、社会科副読本編成事業

目 　的 教職員に「富津市の特色の理解」を促す研修を実施し、指導の向上を図る。

事業内容

○初任者、若年層職員を中心に富津市の歴史や風土等を学ぶ講義・実地研修の機会を設けることで理解を促進
し、教授内容の質を高めることにより、児童生徒の市への興味・関心を高める。
○社会科副読本「わたしたちの富津市」の編集・改訂・発行を5年毎に行っている。小3・4年社会科授業での使
用を通して、児童の市に対する興味・関心を高め、理解促進を図る。

次年度以降の取組
　次回改訂（令和７年度予定）に向けて、教職員研修の推進、教材の効果的な活用、地域教材の開
発、編集委員の選定などに取り組む。

2023年度 2024年度

地域の良さを回答できる児童の
割合

％ 94.6/96 93.7/94 95 96 96成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○社会科副読本「わたしたちの富津市」(以下「副読本」)を各小学校へ（4月）
　3年生児童数分配付
○研修講座　開設講座の決定・講師依頼（5月）　○研修講座希望者の募集（7月）　○研修講座の実施（7、8
月）

2022年度

事業の自己評価

　小学校学習指導要領（社会科）の改善の基本方針の中には、「地域課題を解決しようとする態度」
を育んでいくことの大切さが示されている。また、富津市学校教育の指針には、「富津を愛し、富津
の未来を託せる児童生徒の育成」を掲げている。
　そこで、令和２年度の小学校学習指導要領の改訂に伴い、その趣旨を反映した副読本の編集・製本
を行った。以降、特に小学校３年生社会科の学習支援において効果的に活用することができている。

Ｂ Ｂ

2020年度 2021年度

取組実績

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ② 施策番号 １ 担当部署名
教育部
学校教育課

事　　業 地元産物の学校給食への優先的使用 事業開始年度 1957年度

予算事業 給食材料費

目 　的 　学校給食での地産地消を推進し、児童・生徒の地域への関心と理解を深め、愛着や誇りを育む。

事業内容
　市内小・中学校の児童・生徒に安全で安心な給食提供を行い、その食材には可能な限り地元産（市内産、千
葉県産、国産）の良質な農産物・加工品を取り入れ、児童・生徒の地元産食材への関心・理解を深める機会の
一つとする。

取組実績
○富津市内で収穫された原材料（米、魚介類、野菜類等）の購入
○富津市内で加工された加工品（醤油、味噌、酒類、豆腐等）の購入

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

富津市産物使用割合 ％ 18.52/18 18.55/18 18 18

事業の自己評価

　品質・コスト・供給量などのバランスを考慮しつつ、給食食材に取り入れ可能な地元産物を引き続
き探していく必要がある。富津市産物使用実績のうち9割以上は米飯分であり、今後も同程度の使用割
合が続くと思われる。
　給食施設・設備の老朽化や児童生徒数の減少（総食数の減少）していく中、安全・安心な学校給食
を継続提供していく必要がある。

次年度以降の取組 　米飯給食の回数を増加し、富津市産米消費拡大に努める。

18

達成状況 Ａ Ａ
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第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ② 施策番号 ２ 担当部署名
教育部
学校教育課

事　　業 きめ細かな学校教育推進事業 事業開始年度 2012年度

予算事業 学力向上推進事業

目 　的
　小中学校に在籍する児童・生徒の学力の向上に寄与するとともに健全な育成を図る。小学校においては、放
課後学習教室を設置し、授業の復習や宿題の支援をし、つまずきの解消や学習に対する意欲の向上を図る。

事業内容

○指導補助教員
　・市内小中学校全校に配置し、ティームティーチング(以下「TT」※)を主体とした授業
　　補助を行うことにより、学力の向上を図る。
　・小学校においては、放課後学習教室を設置し、授業の復習や宿題の支援をし、つまず
　　きの解消や学習に対する意欲の向上を図る。
○指導補助教員研修会
　・指導補助教員に対し、TTによる効果的な学習支援の在り方等の研修を行うこと
　　で指導力の向上を図る。
○「家庭学習の手引き」
　・学力向上、生涯学習の観点から、小中学校入学時にそれぞれ6年間、3年間学年に応じて
　　使用できるものを配付し、有効な家庭学習が行えるようにする。
○夏季自習室での学習サポート
　・小中学生を対象に市役所で行っている夏季自習室に、学習支援してくださる方を招いて、
　　児童生徒の学習サポートを行ってもらうことにより、児童生徒の学習意欲の向上を図る。
※TT…複数の教員が役割を分担し、協力し合いながら指導計画を立て、指導する方式

次年度以降の取組 　児童・生徒の学力向上を図るために、指導補助教員の活用の充実に努める。

2023年度 2024年度

保護者の肯定的評価の割合 ％ 87.2/88 87.9/89 90 91 92成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○4月「家庭学習の手引き」を各小中学校へ新入生分配付
○4月　指導補助教員の配置（各学校で指導補助教員の活用・小学校では放課後学習教室の実施）
○7月・3月　放課後学習教室アンケートの実施
○3月　次年度の指導補助教員の配置準備

2022年度

事業の自己評価

・学校規模により配置日数・時数により差はあるが、全ての小中学校に指導補助教員を配置し、
  きめ細かな指導を行うために、主にTTで授業の補助等を行った。
・全ての小学校で放課後学習教室を実施し、低学年を中心に学習のつまづきの解消や学習意欲の
  高揚を目指した。
・新型コロナウィルス感染拡大防止のため、夏季学習室の開設は中止した
・指導補助教員研修会は、指導力向上を目指して講師を招いて研修会を実施した。
・「家庭学習の手引き」を各小中学校へ新入生に配付した。

Ｂ Ｂ

2020年度 2021年度

取組実績
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事業の自己評価

　生活困窮世帯の小学４年生から中学生に対して、学習支援、居場所の提供等を実施し、結果、高等
学校への進学率は100％という実績であった。利用者は、令和２年度29名から令和３年度25名に減少し
たことから、潜在的な支援を要する対象者に対する周知方法等の工夫を図り、より多くの対象者へ支
援を広げていきたい。

次年度以降の取組 ○周知方法等の拡充

達成状況 Ａ Ａ

成　 果

中学卒業後の進路が決定した生
徒の割合

100

達成状況 Ｃ Ｃ

％ 100/100 100/100 100 100

取組実績

○高校受験のための進学支援、学校の勉強の復習、宿題の習慣づけ、学び直しに関する支援
○子ども及びその保護者に対し、生活習慣、育成環境の改善に関する助言及び子どもが安心して通える場所の
提供
○貧困の連鎖の防止に資する支援

　実施場所：富津・大佐和地区1箇所、天羽地区1箇所
　実施回数：週1回（夏休み期間は週2回）

2023年度 2024年度

日常的な学習習慣が身についた
児童生徒の割合

％ 75/100 50/100 85 90 95

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度

予算事業 生活困窮者自立支援事業

目 　的
　生活困窮世帯の子どもに対して、学習支援・居場所の提供を行うことで、学習意欲向上・習慣化・基礎学力
向上を促して自ら学ぶ力を養うほか、日常生活習慣や社会性を育み、高等学校への進学等に繋げ、もって貧困
の連鎖を防止する。

事業内容
　貧困の連鎖を防止するため、生活困窮世帯の子どもに対する学習支援を実施し、学校の勉強の復習や学習の
習慣づけをする。また、子どもが安心して集まれる場所の提供をし個別の進路相談等に応じる。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ② 施策番号 ２ 担当部署名
健康福祉部
社会福祉課

事　　業 子どもの学習支援事業 事業開始年度 2019年度
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事業の自己評価

　新型コロナウイルス感染症拡大予防対策のため、マスクを外しての歯みがき指導や、歯科衛生士
（学校職員以外の講師）の受入が難しかった。定期歯科健康診断の結果では、歯垢（歯石含）の付着
している割合は、小学生20.1%、中学生21.8%と、2020年度より高い数値となったことから、感染症拡
大防止対策に努めながら可能な歯科保健指導の実施を進めたい。

次年度以降の取組
○小学校1年生を中心に、中学生にも歯と口の健康について歯科保健指導を実施する。
○新型コロナウイルス感染症拡大予防対策のため、指導内容を工夫する。

15

達成状況 Ａ Ｄ

取組実績
　新型コロナウィルス感染症拡大予防対策のため、2019年に取り組み始めた歯科衛生士による指導の実施を中
止せざるを得ない状況であったため、歯垢の染め出しやはみがき実践を行わない指導を、各校で工夫して実施
した。

成　 果

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

歯垢の付着している児童生徒の
割合

％ 17.4/19.0 20.7/18.0 17 16

予算事業 -

目 　的 　歯科衛生士による歯科保健指導の実施により、児童生徒の歯と口の健康を向上させる。

事業内容 　健康づくり課と連携し、歯科衛生士による小・中学校の歯科保健指導を実施する。

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ② 施策番号 ３ 担当部署名
教育部
学校教育課

事　　業 学校における歯科保健指導 事業開始年度 2019年度

第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ② 施策番号 ３ 担当部署名
教育部
学校教育課

事　　業 食育推進事業 事業開始年度
2005年度
2020年度

成果指標名
（実績値/目標値）

単位 2020年度 2021年度 2022年度

予算事業 小学校保健管理費、中学校保健管理費

目 　的
　肥満をはじめとする生活習慣病等の改善を要する児童・生徒及びその保護者に指導・支援を行い、生涯の健
康につなげる。

事業内容
○小児生活習慣病予防検診（小4・中2）を実施、改善を要する児童生徒及びその保護者に対し、各小・中学校
で個別に栄養指導を実施する。（栄養教諭等による）
○2020年度からは中2にHbA1ｃ検査も実施することにより、糖尿病予防に資する。

取組実績

○小児生活習慣病予防検診
　小学４年生　受診者255人　　中学２年生　受診者262人
○糖代謝検査
　中学２年生　受診者262人
○個別栄養指導（栄養教諭、健康づくり課保健師・栄養士等による）

2023年度 2024年度

8.9 8.6

肥満傾向の児童生徒割合（小） ％ 13.8/12.0 10.7/11.5 11.0 10.5 10.0

事業の自己評価

・小児生活習慣病予防健診の結果から、個別栄養指導を希望する児童生徒・保護者を対象に、養護教
諭・栄養教諭等で面談指導を実施し、食生活等の見直しの一助となった。
・中学2年生に実施したHbA1ｃ検査の結果から、専門医の指導等により、糖尿病予防指導の対象者を正
常高値5.6以上かつ肥満度20%以上を基本としている。対象生徒・保護者に保健指導実施について周知
し希望した25名に、健康づくり課保健師・栄養士等が保健指導を実施。実施会場を市役所から、各中
学校に変更したことで、より受けやすい環境を整備できた。

次年度以降の取組
○小児生活習慣病予防検診
○糖代謝検査
○個別栄養指導（栄養教諭、健康づくり課保健師・栄養士等による）

達成状況 Ｄ Ｄ

成　 果

肥満傾向の児童生徒割合（中） 8.5

達成状況 Ｃ Ａ

％ 17.1/9.5 14.3/9.2
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第２期総合戦略実行計画　事業評価シート【2021年度】

総
合
戦
略

基本目標 １ 基本的な施策の方向 ➂ 施策番号 １ 担当部署名
市民部
市民課

事　　業 出会いの場創出 事業開始年度 1976年度

予算事業 結婚支援事業

目 　的
　結婚を希望される男女に対して、その機会に恵まれない人たちの相談に応じ、希望を尊重し、秘密を守り、

 紹介、あっ旋又は必要な指導、助言を行い結婚問題の解消を図る。

事業内容

○結婚相談所の開設
　結婚相談員を委嘱、定期に結婚相談所を開設し、結婚に関する相談を受け結婚希望者を繋ぐ。
　（相談員2名、任期2年）
○五市結婚相談員事務連絡会議
　近隣五市結婚相談員(富津・木更津・君津・袖ケ浦・市原)と常時連携及び情報交換を行う。
○婚活支援事業
　当該家族及び本人に向けた婚活セミナー等を開催し、婚活へ理解と結婚への意識を深める。

次年度以降の取組
　相談に来やすい環境づくりとして、相談所のPRを行うとともに、市内の企業や団体に対し、婚活イ
ベントの実施を呼びかけ、併せて婚活イベントの内容を精査し、参加者の募集を募る。

2023年度 2024年度

結婚相談員を介したお見合い件
数

件 15/20 19/20 20 20 20成　 果

達成状況

成果指標名
（実績値/目標値）

単位

○結婚相談所の開設
　・毎週火曜13：00～16：00　・休日等特設相談の実施
○五市結婚相談員事務連絡会議
　・常時連携及び情報交換　・2箇月毎に定例会開催

2022年度

事業の自己評価

　2021年度は、結婚相談員を介したお見合い件数が前年度と比較して4件の増加であった。
前年度より引き続いた新型コロナウィルス感染症対策の中で、増加となった要因としては、相談者に
対し積極的なお見合いを進めるように案内の方法を検討し、資料だけでなく相談者同士が直接話せる
場を多く提供したことにより増加したものと考えられる。今後も相談者に対し、積極的にお見合いへ
導く様な相談を実施する。また、婚活支援事業補助金を活用しての婚活イベントは中止となったが、
次年度以降は、市内にある企業や団体に対し応募を募り活性化を図る。

Ｃ Ｂ

2020年度 2021年度

取組実績
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